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銀山中学校

神　　貴　夫


郡山市地下水汚泥から高濃度放射能検出　
～　「溶融スラグ」からは３３万４０００ベクレル/ｋｇを検出　～
　

前号で福島県の郡山市が「放射線管理区域」に相当する汚染地域であり、子どもたちを疎開させるべきだと書いた。事態はもっと深刻だった。以下、ニュースより
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福島県は１日、県中浄化センター（郡山市）で発生した下水汚泥から１キログラム当たり２万６４００ベクレルの高濃度の放射性セシウムが検出されたと発表した。県は、福島第１原発事故で外部に放出された大量の放射性物質が降雨により下水に流れ込んだと推測している。

　汚泥を減量化処理してできる「溶融スラグ」からは１キログラム当たり３３万４０００ベクレルが検出されたという。原発事故前に処理したスラグから検出されたのは２４６ベクレルだった。

　同センターでは毎日８０トンの汚泥が発生し、うち１０トンを再利用のため県外のセメント会社に搬送しているが、県は１日付で再利用を停止。事故発生以降にセメント会社に運ばれた汚泥は計５００トンとみられ、実際に再利用されたかなどについては今後調べるという。（2011/05/01-20:37）　時事ドットコム
溶融スラグ（ようゆうスラグ）は、廃棄物溶融スラグとも呼ばれ、廃棄物や下水汚泥の焼却灰等を1300℃以上の高温で溶融したものを冷却し、固化させたものである。近年では建設・土木資材としての積極的な活用が進められている。(ウキペディアより)

汚泥を高温燃焼させるということは、製造過程で大気中に放射性物質を大量に飛散させたことになる。文部科学省はこれでもなお子どもたちをこの地に留まらせるのか。それだけで話は終わらない。

高濃度に汚染された焼却灰を含むセメントがすでに５００トンも流通ルートにのって販売されてしまった・・・。
なぜこんな事態になったのか。事実に基づいて、厳格な対処をせず、その場凌ぎの対応ばかりしてきたつけが事態を一層悪化させているのだ。
３３万４０００ベクレルは、成人の摂取制限３００ベクレルの１１００倍に相当し、２．４時間で１mSｖ(一般人の年間被曝許容量)に達する放射能濃度である。文部科学省の言うところの２０mSｖまでは、たった2日間で到達する。
下水汚泥が２万６４００ベクレルだということは、雨水が集まるところは軒並み高濃度になっていることを意味している。２６０００ベクレルの放射能濃度が２０mSｖになるまでにはたった11.4日だ。「20mSv被ばくしても構わないなどとは言っていない」と枝野さんは言ったが、現実は「20mSvよりはるかに被ばくしても、今はどうしようもないのでそこに居てくれ」といっているのでと同じだ。
　
福島県の市長ら6人、子供たちの安全確保を文科省に要請

　福島県の市長さんたちがようやく行動を起こした。以下ニュースより


福島市と郡山市、二本松市、伊達市など福島県の市長ら6人が文部科学省を訪れ、高木文部科学大臣に要望書を手渡しました。それによると、放射線量の高い学校や公園などの土の除去に基準を示し、除去費用を支援することや子供たちの健康に放射線の影響がないか継続的に検査することなどを求めています。また、夏にプールを使う際の適切な基準を示すことや、教室に放射線の影響を受けない空調設備を設けることなども求めています。

　土を除去することを否定はしない。できるかぎりやった方がいいと思う。しかし、汚染しているのは学校のグランドだけではない。広大な地域の表土が汚染しているのだ。雨水は容赦なく放射能を集めるし、草木や生き物たちも生物濃縮する。この地で暮らす限り、子どもたちの体内被曝を防ぐことは困難なのだ。
　福島市と郡山市、二本松市、伊達市はいずれもすでに「放射線管理区域」に相当する汚染地帯であり、生活居住できない場所になっている現実を市長さんたちはまだ受け止めきれていないようだ。
　「夏にプールを使う際の基準」という次元の問題を遥かに超えている現実を直視するしかないと思うのだが・・・。
母乳から微量の放射性物質＝市民団体が検査－福島

　　当初から予想はされていたが、母親の母乳から放射性ヨウ素が検出された。以下、ニュースより

　

福島第１原発事故で水道水や農作物から放射性物質が検出された問題を受け、市民団体「母乳調査・母子支援ネットワーク」（村上喜久子代表）は２０日、福島市内で記者会見し、福島など４県の女性９人の母乳検査で、茨城、千葉両県の４人から１キロ当たり最大３６．３ベクレルの放射性ヨウ素１３１が検出されたと発表した。

　厚生労働省は水道水の放射性ヨウ素が同１００ベクレルを超える場合、粉ミルクなどに入れて乳児に摂取させないよう求めているが、母乳については明確な基準はなく、村上代表は「今回の数字が高いとも低いとも判断できない」としている。（2011/04/20-20:14）
　問題なのは、本来、政府が指示を出して自治体の保健所など通じて一斉に調査を実施すべきことなのだが、そうした動きが全くないことだ。母親たちの切実な思いを紹介する。

マスコミ関係者の皆様へ 

母乳に放射能汚染の心配があります。汚染の高かった地域のお母さんたちに母乳の検査を呼びかけます。全国の皆さんに母乳検査と母子の支援を訴えます。私たちは、「本当に母乳に放射能汚染はないのか」という事を心配して、茨城県のお母さんたち5名、福島県3名、宮城県1名に母乳を提供していただき、放射能検査をいたしました。その結果、茨城県のお母さんの母乳の複数から、ヨウ素－131が検出されました。福島県の方の母乳は不検出（1名検査中）、宮城県の方の母乳も不検出でした。（セシウムは不検出）
実際に母乳の放射能汚染があった事は衝撃です。原因は、様々考えられますが、公開されている空気・水・野菜・原乳の汚染の高かった地域のお母さんたちの母乳は、もしかしたら赤ちゃんに与えるには高いレベルにあるかもしれないと私たちは心配しています。
今回母乳を提供してくださったお母さんたちは、赤ちゃんのためを一心に思い、勇気をふるって協力してくださいました。これからこうしたお母さんたちを支援 するために、母乳の調査を広く実施するとともに、万一数値が検出された場合でも安全なところへの一時避難や安全な食べ物や水、粉ミルクや他のお母さんから の母乳の提供など、お母さんが希望される事をバックアップするネットワークを作りたいと思います。
国は、繰り返し「直ちに健康障害の恐れはない」とだけ言いますが、果たしてそうでしょうか。チェルノブイリでは子供たちの白血病や甲状腺ガンがピークに達したのは10年後でした。
私たちは、市民のネットワークの力で母乳の放射能汚染のデータを持っておきたいと思います。過去に原爆症、水俣病、カネミ油症、薬害等々、国の研究は被害者である市民を守るものではなく、長年被害者を苦しめる側にありました。今もって母乳の調査がされていない、又は発表されない事は、国は内部被曝の証拠が消 えるのを待っているのでしょうか。
母乳調査は、目には見えない内部被曝の実態を唯一目に見える数値にする指標ともなります。いろいろな食べ物や環境、生活パターンなどを合わせてデータ化することは、貴重な内部被曝の実態とその原因や対策を考えるきっかけにもなると確信します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「母乳調査・母子支援ネットワーク」
写真家　広河隆一氏が取ったベラルーシでの1枚　　*文　広河隆一
チェルノブイリ被災地で出産した若い母親が、赤ちゃんに母乳を飲ませている写真です。数年前ベラルーシでは、80 人の母親を選んで母乳の放射線検査をしました。すると全員の母乳から放射性物質が検出されました。チェルノブイリから遠く離れて、土地が汚染されていない町の母親の母乳も汚染されていました。これはベラルーシ国内に流通している食品の汚染のせいです。今なお立ち入り禁止の高濃度汚染地で生産された穀物や野菜が持ち出されて、売られているといいます。それを知らない人々が食べて、体内汚染が進んでいるのです。 
　この母親の写真を撮ったときのことはよく覚えています。絞りをほとんど開放にして、スローシャッターで撮影しました。部屋の中が暗かったからです。
　全部で 5 カットぐらいシャッターを切ったでしょうか。そのうちの 1 カットは、斜めになった顔に光があたり、不安と喜びの母親の表情になりました。 

チェルノブイリ周辺では、５年も経過して母乳の検査が開始され、約20％に許容量（37ベクレル/kg）を超えるセシウムが検出され、21年経過しても約10％にセシウムが検出されたそうです。

日本政府は、国際放射線防護委員会（ICRP）2007年勧告を受け、「国内の母乳の放射能汚染に関する実態調査と、乳児に対する防護措置を検討すべきである」と2011年１月に定めましたが、何ら母乳の調査を行なっていない・・・・。

















































































